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１．ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付について 

(1) 制度の概要 

この制度は、「ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金」の支給を受けて養成機関で修業し就

職に有利な資格の取得を目指す方や、養成機関終了後、資格を活かして就職する方にひとり親

家庭高等職業訓練促進資金（以下「訓練促進資金」という）を貸し付け、自立の促進を図るこ

とを目的とするものです。 

養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に就職し、取得した資格が必要な業

務（１週間の所定労働時間が20時間以上あるもの）に５年間引き続き従事した場合は、貸付金

の返還が免除されます。※免除申請（合計5年以上の従事証明書）が必要です。 

 

(2) 実施主体 

 社会福祉法人 神戸市社会福祉協議会（以下「神戸市社協」という） 

 ※神戸市社協と貸付対象者との契約により貸付を行います。 

 

(3) 貸付の対象となる方 

次の要件をすべて満たす方を対象とします。 

① 神戸市内に居住し、住民登録している方 

② ひとり親家庭の親で、ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金の支給決定を受けている方  

③ 養成機関を修了した後、取得した資格が必要な業務に従事する意思のある方 

  ※次の制度との併用はできません。 

・都道府県等が実施する「保育士修学資金貸付」「介護福祉士等修学資金貸付」 

・雇用保険法による「教育訓練給付金」（※就職準備金との併用は可） 

 ・ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金（※就職準備金との併用は可） 

(4) 貸付の内容 

① 入学準備金 ・・・ 500,000 円以内 

養成機関に入学する際の準備金（入学金、教材費、参考図書、学用品、交通費等） 

② 就職準備金 ・・・ 200,000 円以内 

養成機関を修了し、資格を取得し、その資格を活かして就職する際の準備金 

   （就職にあたり必要となる被服費、通勤に必要な自転車の購入費、就職に伴い転居する 

場合の転居費用等） 

 

(5) 貸付利子 

① 連帯保証人を立てる場合 ・・・無利子 

② 連帯保証人を立てない場合・・・返還の債務の履行猶予期間中は無利子 

履行猶予期間経過後は年１％の有利子 

※返還期限を過ぎた場合は、年３％の割合で計算した延滞金が加算されます。 
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 (6) 連帯保証人 

連帯保証人は、貸付を受けた方と連帯して債務を負担し、その保証債務は延滞利子を含みま

す。原則として、貸付を受けようとする方とは別居・別生計で、住民税の所得割が課税されて

いる等安定した収入がある方を連帯保証人としてください。また、貸付を受けようとする方が

未成年の場合は、法定代理人（親権者又は後見人）を連帯保証人とします。 

連帯保証人を変更する場合は届出が必要です。また、貸付決定後に新たに連帯保証人を立て

ることはできません。 

※別世帯であっても住所地が同じ場合は、連帯保証人にはなれません。 
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 (7) 申請手続き 

貸付を希望される方は、ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金の手続きをされた区役所こど

も福祉係に相談のうえ、申請書等の必要書類を提出してください。 

○入学準備金の貸付申請書、高等職業訓練促進給付金受給中の各種変更届は、区役所・北須磨

支所保健福祉課こども福祉担当に提出してください（区役所から神戸市社協に書類を回送し

ます）。 

○就職準備金の貸付申請書、養成機関修了後の各種届は、直接神戸市社協に提出してください。 
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こども福祉担当) 
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戸
市
社
会
福
祉
協
議
会
（
神
戸
市
社
協
） 

高等職業訓練促進給付金の申請 

決定・給付 

毎月の請求・在籍証明書の提出 

高等職業訓練促進給付金の手続き 

（高等職業訓練促進給付金決定後） 

入学準備金の貸付申請 

（養成機関修了・資格取得後） 

就職準備金の貸付申請 

入学準備金・就職準備金  貸付決定通知 

借用書等送付 

入学準備金貸付申請書・変更届の

回送 

（高等職業訓練促進給付金受給中のみ） 

変更届等の提出 

在学中（高等職業訓練促進給付金受給中でない場合） 

・在学証明書…毎年 4 月末日までに提出  ・各種変更

養成機関修了後 

（全員）業務従事届等…業務開始時及び毎年 4 月末日まで 

（該当する場合 ） ・返還猶予申請書 ・返還免除申請書 

・各種変更届   等 

入学準備金・就職準備金  貸付金交付 
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(8) 申請の期限 

① 入学準備金 ・・・ 養成機関に入学した日から６ヶ月以内 

② 就職準備金 ・・・ 資格を取得された日から６ヶ月以内 

 

(9) 貸付の決定 

貸付の可否は、審査のうえ決定します。貸付決定となった場合は、借用書の提出により貸付

金が交付されます。 

※審査のうえ貸付の可否について決定するため、審査の結果ご希望に添えない場合があります。不承認になっ

た場合その理由は回答いたしません。また、貸付の可否にかかわらず申請書類一式は返却いたしません。 

 

(10) 資金の交付 

神戸市社協が定めた日に、貸付対象者（以下「借受人」という）の金融機関口座へ一括交付

します。 

 

(11)  貸付契約の解除 

貸付対象者が次のいずれかに該当する場合は、貸付契約を解除します。 

① 養成機関を退学したとき。 

② 心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。 

③ 死亡したとき。 

④ 養成機関在学中にひとり親でなくなったとき（再婚、子の20歳到達等）。 

⑤ 借受人が貸付期間中に貸付契約の解除を申し出たとき。 

⑥ その他訓練促進資金貸付の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。 

 

(12) 返還の債務の履行猶予  《6.「養成機関修了後の手続き（返還猶予・返還免除）」参照》 

借受人が次のいずれかに該当する場合は、申請により、当該事由が継続する期間、貸付金の

返還の履行猶予を受けることができます。（該当する事由はP17～18の一覧を参照） 

① 訓練促進資金の貸付契約を解除された後も引き続き当該養成機関に在学しているとき。 

② 養成機関を修了後さらに他種の養成機関において修学しているとき。 

③ 養成機関を修了後、取得した資格が必要な業務に従事しているとき。 

④ 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により訓練促進資金の返還が困難であると 

 認められるとき。                     

返還猶予を希望する場合は、関係書類を添えて「返還猶予申請書（様式４号）」を提出し 

ていただきます。 

※(11)の④（養成機関在学中にひとり親でなくなったとき）に該当する場合、養成機関在学中は返還猶予を 

受けることができますが、養成機関修了後に返還していただくことになります。（養成機関修了後にひと 

り親でなくなったときは、そのことをもって返還していただくことはありません。） 
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(13) 返還の債務の免除 《6.「養成機関修了後の手続き（返還猶予・返還免除）」参照》 

借受人が次のいずれかに該当する場合は、申請により、貸付金の返還が免除されます。 

① 養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に就職し、取得した資格が必要

な業務に従事し、５年間引き続きその業務に従事したとき。            ⇒全額免除 

② 上記の業務に従事している期間中に、業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する

心身の故障のため業務を継続することができなくなったとき。         ⇒全額免除 

③ 一定期間以上、取得した資格が必要な業務に従事したとき（但し、本人の責による事由

により免職された者、特別な事情がなく恣意的に退職した者は全額返還）。 ⇒一部免除 

④ 死亡、又は障害等により訓練促進資金の返還が困難であると認められるとき（但し、相

続人又は連帯保証人へ請求を行ってもなお、返還が困難であるなど、真にやむを得ない

場合に限る）。                                    ⇒全額又は一部免除 

 

【一部免除となる場合の免除額の計算方法】 

 返還免除額（円）＝貸付を受けた額（円）×（就業した月数／60） 

※就業した月数とは、１日でも就業していれば１月とします。 

 

返還免除を希望する場合は、関係書類を添えて「返還免除申請書（様式10号）」を提出して

いただきます。 

 

(14) 資金の返還  《7.「養成機関修了後の手続き（返還の場合）」参照》 

借受人が次のいずれかに該当する場合は、当該事由が生じた日の属する月の翌月から貸付金

を返還していただきます。返還は一括または月賦（月賦の場合は月１万円以上）により、神戸

市社協が指定した金融機関口座に毎月10日（土・日・祝の場合は翌営業日）までに振り込んで

いただきます。 

① 貸付契約が解除されたとき。 

② 養成機関を修了し、かつ、資格取得した日から１年以内に取得した資格が必要な業務に 

従事しなかったとき。  

③ 取得した資格が必要な業務に従事する意思がなくなったとき。 

④ 業務外の事由により死亡し、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき。 

⑤ 提出期限を定め必要な書類を提出するよう通知したにもかかわらず書類の提出がないと 

き。 

⑥ 卒業年次の翌年に資格取得できなかったとき。 

⑦ 本人の責による事由により免職されたとき。 

⑧ 特別な事情がなく恣意的に退職したとき。 

  

(15) 届出について 

債務が消滅するまでの間において、次のいずれかに該当する場合は、届出をしていただく必

要があります。 
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① 借受人又は連帯保証人の住所、氏名、連絡先等重要な事項に変更があったとき。 

② 養成機関を休学、停学、退学となったとき。 

③ 養成機関に復学したとき。 

④ 養成機関修了後、さらに他種の養成機関において修学しているとき。 

⑤ 養成機関で修学した資格を取得できなかったとき。 

⑥ 就業による返還の債務の履行の猶予を受けているとき。 

⑦ 就職又は離職、業務の従事先を変更したとき。 

⑧ 求職活動を行っているとき。 

⑨ 取得した資格が必要な業務に従事する意思がなくなったとき。 

⑩ 連帯保証人を変更しようとするとき。 

⑪ 借受人又は連帯保証人が死亡したとき。 

⑫ 災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により訓練促進資金の返還が困難であると

き。 

 

(16) 借入の残高の個別確認 

３月31日時点の借入残高の確認をするため、３月中旬に「返済に関する残高の確認」を送付

します。残高等を確認いただき確認書に署名・捺印の上、返信用封筒により４月10日までにご

返送ください。 

 

(17) 借受人の責務 

① 経済的及び社会的な自立を図り、安定した生活が継続できるよう努めてください。 

② 神戸市社協から貸付の要件等に関する問い合わせを受けたとき又は報告を求められたと

きは、回答又は報告を行ってください。 

 

(18) 連帯保証人の責務 

① 借受人と連帯して訓練促進資金を返還してください。 

② 借受人が死亡し、又は障害、行方不明、災害、疾病、負傷、その他の事情により自ら 

(12)(13)(14)(15)に規定する手続きを行うことができないときは、当該借受人の連帯保 

証人がこれを行ってください。 

③ 神戸市社協から貸付の要件等に関する問い合わせを受けたとき又は報告を求められたと 

きは、回答又は報告を行ってください。 

 

(19) 相続人の責務 

借受人が死亡したときは、当該借受人の法定相続人は、遅滞なく「死亡届」（様式18号）と

その事実を証明する書類を添えて、届け出てください。 
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(20) 他の施策との併用について 

 母子父子寡婦福祉資金貸付又は独立行政法人日本学生支援機構による貸付及び地方自治体

や民間団体による奨学金との併用は可能です。 

 ただし、次の制度との併用はできません。 

・都道府県等が実施する「保育士修学資金貸付」「介護福祉士等修学資金貸付」 

・雇用保険法による「教育訓練給付金」（※就職準備金との併用は可） 

・ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金（※就職準備金との併用は可） 

 

(21) 取得した資格が必要な業務の雇用形態について 

常勤、非常勤は問いませんが、１週間の所定労働時間は20時間以上とします。 
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２．入学準備金の貸付申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金の支給決定を受けた後、

給付金の手続きをされた区役所・北須磨支所保健福祉課こども

福祉担当に相談のうえ、以下の書類を提出してください。 

 

【提出書類】 

① 貸付申請書（様式１号） 

② 申請者の世帯全員※及び連帯保証人の住民票（発行から３ヶ月以内の 

もので、マイナンバーが記載されていないもの） 

 ※住民票上同一世帯の方 

③ 連帯保証人の収入を証明する書類 

  （源泉徴収票の写し、所得証明書等 ※いずれも直近のもの） 

  ④ 申請チェックリスト（入学準備金用） 

 

◎この他にも、必要な書類を追加で提出していただくことがあります。 

 

神戸市社協が貸付の可否を決定し、申請者に通知します。 

貸付が決定した場合は、「貸付決定通知書」と「借用書」を送

付します。 

◎審査の結果ご希望に添えない場合があります。また不承認になった場合

その理由は回答いたしません。貸付の可否にかかわらず申請書類一式に

ついては返却いたしません。 

 

貸付が決定された場合は、以下の書類を、神戸市社協に提出し 

てください（郵送可）。 

 ① 借用書（様式２号） 

  ・連帯保証人（連帯保証人を立てる場合）と連署のうえ、それぞれの 

印を押印してください。 

  ・収入印紙を貼り付け、実印で割り印をしてください。 

   借用金額が１万円以上10万円以下   200円 

        10万円超50万円以下    400円 

② 印鑑登録証明書（借受人及び連帯保証人のもので発行から３ヶ月以内のもの） 

③ 振込口座申請書 

 ④ 振込口座の通帳のコピー 

   金融機関名、支店名、口座種別、口座番号、口座名義がわかるもの 

 ※口座名義は貸付決定を受けた本人の名義以外認められません 

 

指定された金融機関口座に資金を一括交付します。 

貸付申請 

審査・決定 

資金の交付 

借用書等 

提出 
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３．養成機関在学中の手続き（入学準備金） 

 次のいずれかに該当する場合は、高等職業訓練促進給付金における変更手続き

と同時に、区役所・北須磨支所保健福祉課こども福祉担当に以下の書類を提出し

てください。 

事項 提出書類 

休学・停学・留年となったとき 休学・退学・停学・留年届（様式16号） 

復学したとき 復学届（様式17号） 

住所を変更したとき 

 

 

氏名・住所等変更届（様式14号） 

証明できる書類（住民票等） 

※市外に転出された場合は、養成機関在学中、毎年４月末

日までに在学証明書を神戸市社協に提出してください。 

氏名を変更したとき 氏名・住所等変更届（様式14号） 

証明できる書類（戸籍謄本等） 

連帯保証人を変更するとき 連帯保証人変更届（様式15号） 

印鑑登録証明書（変更後の連帯保証人のもの） 

貸付を辞退するとき  （契約締結前） 辞退届（様式12号） 

貸付契約を解除するとき（契約締結後）  

 退学となったとき 休学・退学・停学・留年届（様式16号） 

返還計画申請書（様式11号） 

※原則として貸付金を返還していただくことになります。 

ひとり親でなくなったとき 

（再婚、子の20歳到達等） 

契約解除届（様式13号） 

返還猶予申請書（様式４号） 

※養成機関在学中は返還が猶予されます。猶予決定後は、 

毎年４月末日までに在学証明書を神戸市社協に提出し 

てください。養成機関修了後に返還していただきます。 

本人が死亡したとき 死亡届（様式18号） 

証明できる書類（死亡届の写し） 

※連帯保証人又は法定相続人により提出していただきま

す。 

心身の故障のため修学を継続す

る見込みがなくなったとき 

証明できる書類（診断書等） 

上記以外の理由で契約を解除す

るとき 

契約解除届（様式13号） 

解除理由がわかるもの 

※原則として貸付金を返還していただくことになります。 

 返還猶予の要件に該当する場合は、返還猶予申請の手続 

きを行ってください。 
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４．養成機関修了後の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

             ※免除額＝貸付を受けた額×業務に就いた月数/60  

「養成機関を修了し、かつ資格取得した日＊から１年以内に就職し、取得した資格が必要な

業務に従事し、５年間就業継続した場合」には、申請により貸付金の返還が免除されます。 
＊養成機関修了時に資格取得できていない場合は、養成機関を修了した年度の翌年度の資格取得した日 

 

例外として認められる場合 

・求職活動をしている（公的機関等の証明要）…P14 

⇒業務に従事した期間として算入する（最長１年） 

・災害、疾病、負傷その他やむを得ない事由により離職 

したが、再就職が見込まれる（医師の診断書等要） 

⇒就業継続とみなすが、業務に従事した期間には算入しない 

養成機関を修了し、資格を取得した 
※養成機関を卒業後、さらに他種の養成機関において修学し修了した場合を含む 

修了の翌年度に資格を取得した 
YES NO 

１年以内に資格が必要な業務に就いた 
※1 週間の所定労働時間が 20 時間以上（常勤に限らない） 

NO YES 

NO 

YES 

５年間、引き続き資格が 
必要な業務に就いた 

※疾病等による休職期間も業務 

従事期間に算入する 

※同一の企業等に限らない 

全額返還免除 

NO YES 

業務に従事している期間中に 

・業務上の事由により死亡した 

・業務に起因する心身の故障のため業務を 

継続することができなくなった（診断書要） YES 

全額返還 

NO 

・同一又は他種の養成機関で修学 

・災害、疾病、負傷、その他やむを得

ない事由により返還が困難（市社協

が認める場合のみ） 

返還猶予 

YES 

１年間以上、取得した資格が必要な業務に就いた 

※本人の責による事由により免職された者、特別な事情が 

なく恣意的に退職した場合を除く 

NO 

一部返還免除 

YES 

事由消滅 

（就業せず） 

NO 

事由消滅 

（就業） 

P15 

P12 

返還猶予 

返還免除 

全額・一部返還 

にあたっては、神戸市社協への

申請が必要です。 

就職準備金の申請・借受 

返還猶予 
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５．就職準備金の貸付申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養成機関を修了し、資格を取得された後、以下の書類を神戸市 

社協に提出してください（郵送可）。 

【提出書類】 

① 貸付申請書（様式１号） 

② 高等職業訓練促進給付金の支給決定通知書の写し（直近のもの） 

③ 申請者の世帯全員※及び連帯保証人の住民票（発行から３ヶ月以内の 

もので、マイナンバーが記載されていないもの） 

※住民票上同一世帯の方 

④ 連帯保証人の収入を証明する書類 

（源泉徴収票の写し、所得証明書等 ※いずれも直近のもの） 

⑤ 養成機関の課程を修了したことを証明する書類（写し可） 

⑥ 取得した資格を証明する書類の写し 

⑦ 申請チェックリスト（就職準備金用） 

 

 ◎この他にも、必要な書類を追加で提出していただくことがあります。 

 

神戸市社協が貸付の可否を決定し、申請者に通知します。 

貸付が決定した場合は、「貸付決定通知書」と「借用書」を送

付します。 

◎審査の結果ご希望に添えない場合があります。また不承認になった場合

その理由は回答いたしません。貸付の可否にかかわらず申請書類一式に

ついては返却いたしません。 

 

貸付が決定された場合は、以下の書類を、神戸市社協に提出し 

てください（郵送可）。 

 ① 借用書（様式２号） 

  ・連帯保証人（連帯保証人を立てる場合）と連署のうえ、それぞれの 

実印を押印してください。 

  ・収入印紙を貼り付け、実印で割り印をしてください。 

   借用金額が１万円以上10万円以下   200円 

        10万円超50万円以下    400円 

② 印鑑登録証明書（借受人及び連帯保証人のもので発行から３ヶ月以内のもの） 

 ③ 振込口座申請書 

④ 振込口座の通帳のコピー 

   金融機関名、支店名、口座種別、口座番号、口座名義がわかるもの 

    ※口座名義は貸付決定を受けた本人の名義以外認められません 

 

 指定された金融機関口座に資金を一括交付します。 

 

貸付申請 

審査・決定 

資金の交付 

借用書等 

提出 
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６．養成機関修了後の手続き（返還猶予・返還免除） 

取得した資格が必要な業務に就いている間等は返還が猶予され、５年間就業を継

続した場合は、返還が全額免除されます。いずれも神戸市社協への申請が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養成機関修了後、取得した資格が必要な業務に就いた後、以

下の書類を神戸市社協に提出してください（郵送可）。 

【提出書類】 

① 返還猶予申請書（様式４号） 

② 養成機関の課程を修了したことを証明する書類（写し可） 

③ 取得した資格を証明する書類の写し 

④ 業務従事届（様式５号）  

⑤ 業務従事証明書（様式６号） 

  ※就職準備金の貸付決定を受けた方は、②③は不要です。 

⇒書類の提出がない場合は、貸付金を返還していただきます。 

 

以下に該当する場合は、それぞれ必要な書類を提出してください。 

◆養成機関修了後、他の養成機関において修学している場合 

[養成機関修了時] ① 返還猶予申請書（様式４号） 

② 養成機関の課程を修了したことを証明する書類 

③ 取得した資格を証明する書類 

④ 修学中の養成機関が発行する在学証明書 

[就業開始時]     ① 返還猶予申請書（様式４号） ※改めて提出が必要 

② 業務従事届（様式５号） 

③ 業務従事証明書（様式６号） 

 

◆養成機関修了時点で資格を取得できていない場合 

[養成機関修了時] ① 返還猶予申請書（様式４号） 

② 養成機関の課程を修了したことを証明する書類 

[就業開始時]     ① 返還猶予申請書（様式４号） ※改めて提出が必要 

② 取得した資格を証明する書類 

③ 業務従事届（様式５号） 

④ 業務従事証明書（様式６号） 

⇒卒業年次の翌年に資格取得できなかった場合は、貸付金を返還してい 

 ただきます。 

 

◆養成機関修了時点で資格は取得したが、就職先が決まっていない場合 

[養成機関修了時] ① 返還猶予申請書（様式４号） 

② 養成機関の課程を修了したことを証明する書類 

③ 取得した資格を証明する書類 

返還猶予 

申請 
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[就業開始時]    ① 返還猶予申請書（様式４号） ※改めて提出が必要 

② 取得した資格を証明する書類 

③ 業務従事届（様式５号） 

④ 業務従事証明書（様式６号） 

⇒１年以内に取得した資格が必要な業務に従事しなかった場合は、貸付

金を返還していただきます。 

 

神戸市社協が返還猶予の可否を決定し、申請者に通知します。 

 

 

 

業務従事期間中は、毎年４月１日現在の状況を４月末日まで

に神戸市社協に以下の書類を提出し、返還猶予の更新手続き

をしてください（郵送可）。 

【提出書類】 

① 返還猶予申請書（様式４号） 

② 業務従事届（様式５号） 

③ 業務従事証明書（様式６号） 

 

※離職（退職・失業）した後、再就職のために求職活動を行っている場合

や、災害、疾病、負傷その他やむを得ない事由により離職した場合は、

返還猶予が認められる場合があります。 ⇒P14へ 

 ※返還猶予の要件に該当しない場合は、返還の手続きを行ってください。 

⇒P15へ 

 

業務従事期間中以外にも、返還猶予の事由に変更が生じた場

合は申請が必要です。その都度、神戸市社協が返還猶予の可

否を決定し、申請者に通知します。 

  

 

５年間引き続き取得した資格が必要な業務に従事した場合は 

返還が免除されます。 

以下の書類を神戸市社協に提出してください（郵送可）。 

【提出書類】 

① 返還免除申請書（様式10号） 

② 業務従事届（様式５号） 

③ 業務従事証明書（様式６号） 

  

神戸市社協が返還免除の可否を決定し、申請者に通知します。 

免除決定の場合は「借用書」「印鑑登録証明書」が返還され

ます。 

猶予申請＋

業務従事証 

明書（毎年） 

返還猶予 

決定 

返還免除 

申請 

返還免除 

決定 

返還猶予 

決定 
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求職活動中の返還猶予について 

一旦離職したが再就職のために以下の求職活動を行っている場合は、最長１年間（通算）、

求職期間中も継続して就業しているものとみなされ、業務に従事した期間に算入されます。 

求職活動中は、毎月、求職活動を行った月の翌月15日までに「求職活動状況報告書」（様式

８号）と(1)～(3)に定める様式を提出してください。 

単なる職業紹介機関への登録、知人への紹介依頼、公共職業安定所長・新聞・インターネッ

ト等での求人情報の閲覧等だけでは求職活動には該当しません。 

(1)月１回以上求人への応募を行っている 

⇒応募したことを証する書類の写し（ハローワークの紹介状等） 

 

(2)次のような就職の可能性を高める活動を月２回以上行っている 

・公共職業安定所、許可・届出のある民間受給調整機関（民間職業紹介機関、労働者派遣

機関等）が行う職業相談、職業紹介等 

・公的機関等（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構、地方自治体、求人情報提

供会社、新聞社等）が行う求職活動に関する指導、個別相談が可能な企業説明会等 

  ⇒上記の活動を行ったことを証する書類の写し、又は就労支援機関等の確認印 

 

(3)以下の職業訓練等を受講している場合 

・公共職業安定所長の指示・推薦により公共職業訓練等を受講している場合 

・就職支援計画に基づき求職者支援訓練を受講している場合 

・公共職業安定所の指導により各種養成施設に入校する場合 

・公共職業訓練等や教育訓練給付の対象訓練等を受講している場合 

⇒職業訓練等を受講していることを証する書類（受講証明書の写し等）、又は就労支援機

関等の確認印 

 
災害、疾病、負傷等による返還猶予について 

 災害、疾病、負傷その他やむを得ない事由により離職したが、その理由が止んだ後に再就

職が見込まれる場合は、引き続き就業を継続しているものとみなされます。ただし、当該期

間は業務従事期間には算入されません。 

⇒返還猶予申請書とともに、罹災証明書、医師の診断書等を提出してください。 

 

※雇用が継続している場合は、疾病等による休職期間も業務従事期間とみなされます（返還

猶予申請は不要）。 
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７．養成機関修了後の手続き（返還の場合） 

養成機関を修了後１年以内に就職し、取得した資格が必要な業務に５年間継続

して従事しなかった場合は、原則として、その事由が生じた月の翌月から貸付金

を返還していただくことになります。 
 取得した資格が必要な業務に従事する意思がなくなったとき等、貸付金を返還

することとなる場合は、以下の手続きが必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の書類を神戸市社協に提出してください（郵送可）。 

 

◆取得した資格が必要な業務に従事しなかった場合 

① 返還計画申請書（様式11号） 

 ◆取得した資格が必要な業務に従事した期間がある場合 

① 返還免除申請書（様式10号） 

② 返還計画申請書（様式11号） 

③ 業務従事届（様式５号） 

④ 業務従事証明書（様式６号）  

※返還は一括または月賦（月賦の場合は月１万円以上）。端数が生じた 

場合は、最終月に加算します。 

 

神戸市社協が返還内容を決定し、対象者に通知します。 

 

 

 

 

 

毎月10日（土・日・祝の場合は翌営業日）までに定められた

金額を指定された金融機関口座へ振り込んでください。 

 

※返還期間を過ぎた場合は、残元金に対して年３％の延滞利子が発生しま

す。 

 

 

神戸市社協から、返還完了が通知され「借用書」「印鑑登録

証明書」が返還されます。 

 

 

返還計画 

提出 

返還完了 

返還決定 

返還開始 

これまで未提出のものがある場合のみ 



16 
 

８．養成機関修了後のその他の手続き 

 養成機関修了後、以下に該当する場合は、神戸市社協に必要書類を提出してく

ださい（郵送可）。 

 

事項 提出書類 

住所を変更したとき 

 

住所・氏名等変更届（様式14号） 

証明できる書類（住民票等） 

氏名を変更したとき 住所・氏名等変更届（様式14号） 

証明できる書類（戸籍謄本等） 

連帯保証人を変更するとき 連帯保証人変更届（様式15号） 

印鑑登録証明書（変更後の連帯保証人のもの） 

退職したとき 退職・従事先変更届（様式７号） 

※退職後、求職活動を行う場合は、返還猶予申請の手続きを行って

ください。 

従事先を変更したとき 退職・従事先変更届（様式７号） 

業務上の事由により本人が 

死亡したとき 

返還免除申請書（様式10号） 

死亡届（様式18号） 

証明できる書類（死亡届の写し等） 

※連帯保証人又は法定相続人により提出していただきます。 

業務に起因する心身の故障の

ため業務を継続できなくなっ

たとき 

返還免除申請書（様式10号） 

証明できる書類（診断書等） 

業務外の理由による死亡又は

心身の故障のため業務を継続

できなくなったとき 

返還計画申請書（様式11号） 

※死亡の場合は、連帯保証人又は法定相続人により提出していただ

きます。 

ひとり親でなくなったとき 

（再婚、子の20歳到達等） 

住所・氏名等変更届（様式14号）※変更がある場合のみ 

※養成機関修了後にひとり親でなくなった場合は、そのことをもっ 

て返還を求めることはありません。              
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９．返還債務の履行猶予該当事由一覧 

１ 貸付契約を解除された後も引き続き当該養成機関に在学しているとき 

猶予期間 養成機関に在学している期間 

証明書類 養成機関が発行する在学証明書 

備  考 猶予期間終了後、貸付金を返還していただきます。 
  

２ 当該養成機関を修了後さらに他種の養成機関において修学しているとき 

猶予期間 養成機関に在学している期間 

証明書類 養成機関が発行する在学証明書 
  

３ 取得した資格が必要な業務に従事しているとき 

猶予期間 業務に従事している期間 

証明書類 業務従事届（様式５号） 業務従事証明書（様式６号） 

備  考 ５年間引き続き業務に従事した場合、返還免除要件に該当 
  

４ 在職中に、出産休暇・育児休業を取得する場合 

猶予期間 
出産休暇に入る日の属する月の翌月から子が１歳に達する日（ただし、育休法第５条第３項

で定める者にあっては１歳６ヶ月に達する日)の属する月までの間 

証明書類 
出産休暇・育児休業を取得していることを証明する書類（従事先が発行）又は医師の証明書

（出産予定日を明記）若しくはそれに準ずると認められる書類 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間に算入します。 
  

５ 育休法に規定する介護休業を取得する場合（ただし、連続１月以上の取得であって、時間取得でないものに限る） 

猶予期間 介護休業を開始する日の属する月の翌月から介護休業を終了するまでの間 

証明書類 介護休業を取得していることを証明する書類（従事先が発行） 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間に算入します。 
  
６ 病気休職等により、療養する必要があると認められる場合 

猶予期間 

①病気休職等を開始した日の属する月の翌月から医師が療養に要すると診断した期間 

②医師が治療に必要な期間を特定して診断していない場合（ただし、治療に必要な期間が 

３ヶ月を超えると診断された場合に限る）は、病気休職等を開始した日の属する月の翌月

から１年間 

※いずれの場合においても、猶予期間満了後も引き続き、療養が必要であると医師が診断し

た場合は、再度、猶予を承認することを妨げません。 

証明書類 

医師の診断書(以下の１から３に定める事項が証明してあるもの) 又は病気休職を取得して

いることを証明する書類（従事先が発行） 

１ 症状  ２ 療養に要する期間  ３ 療養中は業務に従事することが不可能であること 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間に算入します。 
  

７ 雇用が継続している場合であって、災害、疾病、負傷と同様に療養する必要があると認められる場

合 

猶予期間 療養する必要があると認められた期間 

証明書類 療養する必要があると認められる書類 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間に算入します。 
  

８ 一旦離職したが、再就職のために求職活動を行っている場合 

猶予期間 求職期間（ただし、１年を超えないものとする） 

証明書類 就労支援機関が発行する証明書等 

備  考 

求職期間中は、当該月に行った活動状況を「求職活動状況報告書」（様式８号）により翌月

15 日までに報告していただきます。 

猶予期間については、業務に従事した期間に算入します。 
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９  養成機関修了後、１年以内に業務に従事する意思があり、求職活動を行っている場合 

猶予期間 原則として１年間 
備  考 猶予期間については、業務に従事した期間に算入しません。 

  

10 出産・育児のため従事先を退職し、出産後、新たな従事先への再就職を希望するとき 

猶予期間 妊娠を理由とする退職日の属する月の翌月から子が１歳に達する日の属する月までの間 

証明書類 医師の証明書（出産予定日を明記）又はそれに準ずると認められる書類 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間には算入しません。 
  

11 養成機関修了後、就職を希望しているが出産・育児のため、就職せずに出産準備期間に入ると

き 

猶予期間 養成機関を修了した日の属する月の翌月から子が１歳に達する日の属する月までの間 

証明書類 医師の証明書（出産予定日を明記）又はそれに準ずると認められる書類 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間には算入しません 
  
12 疾病・負傷等のため療養する必要があり、従事先を退職し、疾病・負傷等の治癒後に、新たな

従事先への再就職を希望する場合 

猶予期間 

①疾病・負傷等のため退職した日の属する月の翌月から医師が療養に要すると診断した期間 

②医師が治療に必要な期間を特定して診断していない場合（ただし、治療に必要な期間が

３ヶ月を超えると診断された場合に限る。）は、疾病・負傷等のため退職した日の属する

月の翌月から１年間 

※いずれの場合においても、猶予期間満了後も引き続き療養が必要であると医師が診断し 

た場合は、再度、猶予を承認することを妨げません。 

証明書類 
医師の診断書(以下の１から３に定める事項が証明してあるもの)  

１ 症状  ２ 療養に要する期間  ３ 療養中は業務に従事することが不可能であること 

備  考 猶予期間については、業務に従事した期間には算入しません。 
  

13  就職先内定後、就職待機中の場合 

猶予期間 内定後待機期間（ただし、１年を超えないものとする） 

証明書類 内定通知書の写し 

備  考 

猶予期間については、業務に従事した期間には算入しません。 

ただし、退職後の求職期間と内定待機期間が密接に関わる（３月程度）場合のみ、当該内定

待機期間を求職期間に含めるものとしますが、内定が取り消された場合は、内定待機期間は

求職期間に含めないものとします。 
  
※10～12による猶予申請は、就職を希望する意思を有する場合のみ可能です。 
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10．様式一覧 

 

事由 様式番号 様式名称 

申請 
－ 申請チェックリスト 

1 貸付申請書 

貸付決定 
2 借用書 

3 振込口座申請書 

返還猶予 

4 返還猶予申請書 

5 業務従事届 

6 業務従事証明書 

7 退職・従事先変更届 

8 求職活動状況報告書 

9 返還猶予事由消滅届 

返還免除 

返還 

10 返還免除申請書 

11 返還計画申請書 

その他の 

届出 

12 辞退届 

13 契約解除届 

14 住所・氏名等変更届 

15 連帯保証人変更届 

16 休学・退学・停学・留年届 

17 復学届 

18 死亡届 
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